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1 R1.8.2 R1.10.1

水道局の浄水場管理業務委託をめぐる談合問題に関して、
１　公取委の立ち入り検査後に、総務局などの調査特別
チームが調査報告書をまとめる際に実施した水道局職員、
元職員らに対する聞き取り調査の記録と資料（総務局保有
分）
２　入札情報漏えいをした元職を含む職員に対する調査に
ついての記録と資料（総務局保有分）

- 1 1 1

（第７条第２号）
特定の個人を識別することができるもの又は特定の個人を識別することができないが他の
情報と照合することにより特定の個人を識別することができるものであるため
（第７条第６号）
今後の事情聴取等における正確な事実の把握を困難にするおそれ及び調査の適正な遂行に
支障をきたすおそれがあるため

コンプライ
アンス推進
部コンプラ
イアンス推

進課

2 R1.9.18 R1.10.2

・「汚職等非行防止ガイドブック」（令和元年７月改正）
・「汚職等非行防止の手引（管理監督者向け）」（令和元
年７月改正）
・「職員の非行等に係る対応指針」（平成29年７月改正）

252 1

コンプライ
アンス推進
部コンプラ
イアンス推

進課

3 R1.8.9 R1.10.3

・「第1回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検
討会」に関わる公文書
第一回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
次第
第一回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
配布資料
・「第2回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検
討会」に関わる公文書
第2回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
次第
第2回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
資料
・「第3回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検
討会」に関わる公文書
第3回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
次第
第3回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
資料
・「第4回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検
討会」に関わる公文書
第4回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
次第
第4回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
資料

223 1 1
（第７条第５号）
都及び関係団体の内部又は相互間における検討に関する情報であり、公にすることにより
率直な意見交換及び適正な意思決定が損なわれるおそれがあるため

行政部区政
課

決定区分 （根拠規定）条例７条
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決定区分 （根拠規定）条例７条

・「第5回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検
討会」に関わる公文書
第5回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
次第
第5回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
資料
・「第6回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検
討会」に関わる公文書
第6回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
次第
第6回児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
資料
・「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
第1回部会」に関わる公文書
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第1
回部会　次第
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第1
回部会　配布資料
・「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
第2回部会」に関わる公文書
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第2
回部会　次第
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第2
回部会　配布資料

・「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
第3回部会」に関わる公文書
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第3
回部会　次第
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第3
回部会　配布資料
・「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
第4回部会」に関わる公文書
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第4
回部会　次第
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第4
回部会　配布資料
・「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
第5回部会」に関わる公文書
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第5
回部会　次第
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第5
回部会　配布資料
・「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
第6回部会」に関わる公文書
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第6
回部会　次第
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第6
回部会　配布資料
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決定区分 （根拠規定）条例７条

・「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
第7回部会」に関わる公文書
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第7
回部会　次第
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第7
回部会　配布資料
・「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
第8回部会」に関わる公文書
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第8
回部会　次第
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第8
回部会　配布資料
・「児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会
第9回部会」に関わる公文書
児童相談所のあり方等児童相談行政に関する検討会　第9
回部会　次第

4 R1.9.20 R1.10.3
コンプライアンス推進部の職員に係る令和元年版東京都職
員名簿原稿（令和元年９月６日時点）

1 1

コンプライ
アンス推進
部コンプラ
イアンス推

進課

5 R1.9.25 R1.10.3

・総務省消防庁宛FAX送付状
・令和元年台風第15号に係る対応について（第52報）
・令和元年台風第15号に係る対応について（別紙_島しょ
被害情報）

4 1
総合防災部
防災対策課

6 R1.9.25 R1.10.3
令和元年台風第15号の人的被害と建物被害の情報について
稲城市消防本部と島嶼の町村の消防本部から連絡を受けた
文書

- 1
区市町村の被害状況については各区市町村の防災担当から情報収集を行っているため、稲
城市消防本部及び島嶼の町村消防本部から情報収集を実施しておらず、文書が存在しない
ため。

総合防災部
防災対策課

7 R1.10.1 R1.10.3
・令和元年度中浦保安林緊急改良工事
工事総括書、種別内訳書、代価明細表、経費計算書

31 1
八丈支庁産

業課

8 R1.9.19 R1.10.8

職員の懲戒処分について（平成26年5月28日付）
職員の懲戒処分等について（平成26年9月9日付）
職員の懲戒処分等について（平成26年11月21日付）
職員の懲戒処分等について（平成27年2月12日付）
職員の懲戒処分等について（平成27年5月28日付）
職員の懲戒処分等について（平成27年11月25日付）
職員の懲戒処分等について（平成28年5月24日付）
職員の懲戒処分等について（平成28年9月20日付）
職員の懲戒処分等について（平成28年11月30日付）
職員の懲戒処分等について（平成29年2月10日付）
職員の懲戒処分等について（平成29年3月23日付）
職員の懲戒処分等について（平成30年3月26日付）
職員の懲戒処分等について（平成30年5月25日付）

33 1
人事部人事

課

9 R1.9.19 R1.10.8
職員の懲戒処分等について（平成29年3月30日付）
職員の懲戒処分等について（平成30年2月15日付）

3 1 1
（第７条第２号）
特定の個人を識別することができるため

人事部人事
課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

10 R1.9.26 R1.10.9

東京地方裁判所平成31年４月11日判決（平成29年度固定資
産税の差押請求事件）に係る判決書
ただし、次の情報を除く。
１　特定の個人・法人・団体の氏名、名称及び住所並びに
これらを特定できる情報
２　納税者の保有する不動産等の所在地、家屋番号、建物
番号及びこれらを特定できる情報
３　納税者通知番号

14 1
総務部法務

課

11 R1.9.26 R1.10.10
大都市法規事務連絡協議会（昭和５７年～平成３１年の保
存文書：議題と回答・論点の解説書）で、道路公害と道路
整備・都市計画の事例を質疑応答する文書

- 1

平成30年度及び平成31年度のものについては、本件請求に係る質疑応答に関するものはな
く、本件請求に係る文書は作成及び取得していない。
平成29年度以前の公文書については、既に廃棄済みであるため、本請求に係る公文書の取
得及び作成の事実が確認できないものであり、現に保有していないため、存在しない。

総務部文書
課

12 R1.9.26 R1.10.10

大都市法規事務連絡協議会（昭和５７年～平成３１年の保
存文書：議題と回答・論点の解説書）で、道路公害と道路
整備・都市計画の事例を質疑応答する文書
東京都庁総務局法務課と川崎市役所総務企画局法制課と特
別区人事・厚生事務組合法務部が、神奈川県川崎市・東京
都２３区で（国・都・世田谷区の道路で）以下の判例を分
析・意見交換した議事録。
①②③の判例で原告住民対応を相談する文書
自治体の協議内容を被告国に連絡する文書
①川崎公害裁判（昭和５７年3/18提訴～平成６年1/25一次
判決　平成１０年8/5二次～四次判決～平成１１年５月２
０日国・首都高和解）
②東京大気汚染訴訟（平成８年5/31提訴～平成１４年
10/29一審判決～平成１９年８月８日国・公団・都和解）
③下北沢都市計画道路事業認可差止・取消訴訟（平成１８
年8/7提訴～平成２８年4/1同意）

- 1

大都市法規事務連絡協議会に係る公文書のうち、平成25年度から平成31年度までのものに
ついては、本件請求内容に係る質疑応答に関するものはなく、本請求に係る公文書は、取
得及び作成していない。
また、平成24年度以前の大都市法規事務連絡協議会に係る公文書については、既に廃棄済
みであるため、本請求に係る公文書の取得及び作成の事実が確認できないものであり、現
に保有していないため、存在しない。
①から③までについては、総務局総務部法務課、川崎市総務企画局法制課及び特別区人
事・厚生事務組合法務部の間で、請求書記載の判例について意見交換や相談を行ったこと
はなく、またその協議内容についても国に対して連絡したことはないため、実施機関では
当該公文書を作成しておらず、存在しない。

総務部法務
課

13 R1.9.26 R1.10.10

大都市法規事務連絡協議会で、広域連絡網の車排ガス大気
汚染公害裁判例と特定地域の道路都市計画行政訴訟の事例
を参考に、道路責任の課題を討論する文書
被告国・公団道路と関連自治体道路の設置・管理の連帯責
任を協議する文書
国家賠償法２条の公の営造物の道路と民法７１９条の損害
賠償責任を参照し、道路車排ガス汚染と沿道住民の健康被
害を考察し、加害者意識が説明される文書。
建設（道路）・運輸（車排ガス汚染）の両面の交通事情と
喘息等被害との因果関係を相談する文書
大気汚染防止法・公害対策基本法・公害防止条例と自動車
NOx・PM
法と公害健康被害補償法・条例を参酌し、道路公害判例を
研究する文書
都市計画法・道路法と環境影響評価法・条例と行政事件訴
訟法を参考にする文書。

- 1

平成30年度及び平成31年度のものについては、本件請求に係る質疑応答に関するものはな
く、本件請求に係る文書は作成及び取得していない。
平成29年度以前の公文書については、既に廃棄済みであるため、本請求に係る公文書の取
得及び作成の事実が確認できないものであり、現に保有していないため、存在しない。
総務局総務部法務課、川崎市総務企画局法制課及び特別区人事・厚生事務組合法務部の間
で、請求書記載の判例について意見交換や相談を行ったことはなく、またその協議内容に
ついても国に対して連絡したことはないため、実施機関では当該公文書を作成しておら
ず、存在しない。

総務部法務
課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

14 R1.10.1 R1.10.15

都庁総務局のチンピラ警備員が昼休憩中の○○に不必要な
（連絡通路の）通行自粛命令を行い、これに厳重な抗議を
行った当該○○に対して逆切れ対応を行ってトラブルにし
た挙句に、当該○○の個人情報を勝手に使用して前記トラ
ブルの捏造被害届を警察署に提出するという総務局総務部
総務課警備担当スタッフの極悪違法行為（刑法第172条、
東京都個人情報の保護に関する条例第10条等違反）の正当
性を検証できる全ての公文書（規程・手引きなど）

- 1 1
（第７条第２号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの又は特定の個人を識別するこ
とはできないが権利利益を侵害するものであるため

総務部総務
課

15 R1.10.1 R1.10.15

都庁総務局のチンピラ警備員が昼休憩中の○○に不必要な
（庁舎間連絡通路の）通行自粛命令を行い、これに厳重な
抗議を行った当該○○に対して逆切れ対応を行ってトラブ
ルにした挙句に、当該○○の個人情報を勝手に使用して前
記トラブルの捏造被害届を警察署に提出するという総務局
総務部総務課警備担当スタッフの極悪違法行為（刑法第
172条、東京都個人情報の保護に関する条例第10条等違
反）について、総務局総務部総務課警備担当が当該○○か
らの照会を無視し続けるという地方公務員法第30条等違反
の違法怠慢対応を行っていることの正当性を検証できる全
ての公文書（規程・手引きなど）

- 1 1
（第７条第２号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの又は特定の個人を識別するこ
とはできないが権利利益を侵害するものであるため

総務部総務
課

16 R1.10.1 R1.10.15

○○の悪徳管理職が○○の非違行為として○○したトラブ
ル事案について、○○された○○が当該○○行為について
コンプライアンス推進部に公益通報を行った上で証拠資料
付きの「○○」を提出し、前記トラブル事案の被害者であ
ることを説明したにもかかわらず、何の反証・説明もなし
に被害者である当該職員に対して違法かつ不当な○○（○
○）を行った総務局人事部の○○行為の正当性を検証でき
る全ての公文書（規程・手引きなど）

1
（第７条第２号）
特定の個人を識別することができるものであるため

人事部人事
課

17 R1.10.1 R1.10.15

総務局人事部が担当部署である公文書開示請求案件（○○
に対する違法な○○の根拠規定が請求対象）において、総
務局人事部が決定通知書の発送を遅延させるという条例違
反の行為を行い、当該○○からの発送遅延に係るメールの
照会を無視するという地方公務員法第30条等違反の違法対
応を行い続けていることの正当性を検証できる全ての公文
書（規程・手引きなど）

1
（第７条第２号）
特定の個人を識別することができるものであるため

人事部人事
課

18 R1.10.7 R1.10.15
・道路改修工事（八－大賀郷の７）
工事設計書、工事総括書、種別内訳書、代価明細表、諸経
費計算書

98 1
八丈支庁土

木課

19 R1.9.20 R1.10.16

(1) 会議等議事要旨記録票（局長レク）
(2) 令和元年８月21日付説明資料（局長レク）
(3) 会議等議事要旨記録票（次長レク）
(4) 令和元年８月21日付説明資料（次長レク）
(5) 会議等議事要旨記録票（副知事レク）
(6) 令和元年９月４日付説明資料「各種行催事の開催に伴
う都庁舎の警備強化について」（副知事レク）
(7) 令和元年９月４日付説明資料（副知事レク）
(8) 令和元年９月13日付31総総総第1350号「各種行事等開
催に伴う都庁舎の警備強化について（通知）」

34 1 1 1 1

（第７条第３号）
法人等に係る情報で、公にすることにより法人等の事業運営上の地位が損なわれると認め
られるため
（第７条第４号）
・印影の偽造等による犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため
・庁内における犯罪の予防や秩序の維持に支障をきたすおそれがあるため
（第７条第６号）
庁内管理事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められるため

総務部総務
課
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20 R1.9.20 R1.10.16
平成31年４月１日付30財経二契第1429号の２「委託契約書
（各種行催事に伴う都庁舎の特別警備委託（単価契約）」

22 1 1 1 1

（第７条第４号）
庁内における犯罪の予防や秩序の維持に支障をきたすおそれがあるため
（第７条第６号）
庁内管理事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあると認められるため

総務部総務
課

21 R1.9.20 R1.10.16
令和元年９月13日付「各種行事の開催に伴う都庁舎の警備
強化について」（都庁ホームページ担当部署に送付した原
稿）

2 1
総務部総務

課

22 R1.9.20 R1.10.16
令和元年９月13日付「各種行事の開催に伴う都庁舎の警備
強化について」（都庁ホームページへの掲載内容）

2
請求対象となる対象公文書は、インターネットの利用により閲覧できる。そのため、東京
都情報公開条例第18条第２項に規定する「インターネットによる公表情報等」に該当する
公文書であり、開示請求の対象とはならない（却下）。

総務部総務
課

23 R1.9.20 R1.10.16
2019年ラグビーワールドカップ日本開催に伴う東京都庁の
警備に関して、来庁者に対して告知した文章の原稿の入稿
日がわかる文書

- 1
都庁ホームページへの掲載原稿は、ホームページ担当部署に電子メールにより送付した
が、当該電子メールは保有期間経過後に廃棄しており、保有していないため

総務部総務
課

24 R1.10.7 R1.10.17

・令和元年度洞輪沢治山工事
工事総括書、種別内訳書、代価明細表、経費計算書、図面
・令和元年度池之沢治山工事
工事総括書、種別内訳書、代価明細表、経費計算書、図面

72 1
八丈支庁産

業課

25 R1.10.7 R1.10.17

・大の川橋補修工事（31八の１）
工事費総括書、工事総括書、種別内訳書、代価明細表、諸
経費計算書、図面
・道路災害防除工事(31八の３)(青14-1上、15-1上斜面）
工事費総括書、工事総括書、種別内訳書、代価明細表、諸
経費計算書、図面
・道路改修工事（八－大賀郷の7）
工事費総括書、工事総括書、種別内訳書、代価明細表、諸
経費計算書、図面

258 1
八丈支庁土

木課

26 R1.10.15 R1.10.17 三宅島砂防工事（坪田29－２）に係る入札経過調書 1 1
三宅支庁土
木港湾課

27 R1.10.2 R1.10.18

総務局コンプライアンス推進部事故調査担当が準拠してい
る、事情聴取の写しを不交付とするというルールを含む、
事情聴取に係る方法を定めた文書およびその文書を都の職
制上しかるべき権限者が承認している決裁文書

- 1
実施機関は、事情聴取に係る方法として定めた文書及びその文書を都の職制上しかるべき
権限者が承認している文書は作成及び取得しておらず、存在しない。

コンプライ
アンス推進
部コンプラ
イアンス推

進課

28 R1.8.21 R1.10.18

(1)同和問題に関する東京人権と生活運動連合会との連絡
協議会議事録　平成31年４月11日
(2)同和問題に関する部落解放同盟東京都連合会との連絡
協議会議事録　平成31年４月24日

68 1 1 1 1

（第７条第２号）
特定の個人を識別することができるため
（第７条第３号及び第６号）
法人その他の団体に係る情報で、公にすることにより法人等の事業運営上の地位が損なわ
れると認められるため。また、公にすることにより、当該団体と情報収集先との信頼関係
が損なわれ、会議において当該団体の率直な意見を聴取できなくなるなど、都の人権施策
に関する事業の適正な遂行に重大な支障を及ぼすおそれがあるため。

人権部企画
課

29 R1.10.15 R1.10.21
・乙千代ヶ浜海岸防災工事（その３）
種別内訳書、代価明細表、諸経費計算書

41 1
八丈支庁土

木課
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30 R1.10.10 R1.10.24

31総ココ第344号の「汚職等非行防止の手引＜管理監督者
向け＞令和元年７月コンプライアンス推進部：参考規程
等ー５公益通報の処理に関する要綱第８条第５項の遅滞な
く通知するものとは、どれほどの意味等か分かるもの求め
る。
又、正当な事由欠いた場合でも「遅滞なく」が永遠の期日
使えるのか分かるもの求める。

- 1
実施機関では、公益通報の受理・不受理に係る結果の通知に要する日数や期日を定めた文
書は作成及び取得しておらず、存在しない。

コンプライ
アンス推進
部コンプラ
イアンス推

進課

31 R1.10.21 R1.10.29 職員の懲戒処分について（平成29年2月10日付） 3 1
人事部人事

課

32 R1.9.13 R1.10.29

ア　令和元年９月11日付 令和元年台風１５号に伴う対応
について（第11報14時00分現在）
イ　令和元年９月11日付 令和元年台風１５号に伴う対応
について（第15報 18時00分現在）
ウ　令和元年９月12日付 令和元年台風１５号に伴う対応
について（第16報 12時00分現在）
エ　令和元年９月12日付 令和元年台風１５号に伴う対応
について（第19報 16時00分現在）
オ　令和元年９月13日付 令和元年台風１５号に伴う対応
について（第21報 12時00分現在）
カ　令和元年９月13日付 令和元年台風１５号に伴う対応
について（第23報 16時00分現在）

17 1
総合防災部
防災管理課

33 R1.9.13 R1.10.29

１　災害救助法の適用について（東京都）（2019年9月10
日火曜日18時48分メール）
２　被害写真の送付：災害救助法の適用について（東京
都）（2019年9月10日火曜日19時59分メール）
３　【追加確認依頼】災害救助法の適用について（東京
都）（2019年9月12日木曜日10時12分メール）
４　【追加確認依頼】災害救助法の適用について（東京
都）（2019年9月12日木曜日19時24分メール）

8 1 1 1

（第７条第２号）
特定の個人を識別することができるため
（第７条第６号）
事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるため

総合防災部
防災管理課

34 R1.9.13 R1.10.29

台風15号の東京都島嶼部の被害について、小西ひろゆき参
議院議員が内閣府に災害救助法の適用の必要性を確認した
ところ、「都は現時点では不要との見解」「東京都から問
い合わせを受けている」と、２日間で違う対応を受けたこ
とに関連し、
①台風15号の接近と災害発生可能性、災害の発生、対応策
の策定から実施、災害救助法に関する検討に至る、すべて
の時系列における東京都が行った意思決定とそのプロセス
が分かる一切の書面および図面ならびに電磁的記録。

- 1
台風15号への対応は、令和元年10月29日付31総防管第1836号「開示決定通知書」にて開示
した公文書の確認をもって判断しており、実施機関では他に意思決定に係る公文書を作成
及び取得しておらず、存在しない。

総合防災部
防災管理課

35 R1.6.14 R1.10.31

・期日経過記録
・口頭弁論期日呼出及び答弁書催告状
・平成18年10月３日_訴訟資料の調査について（照会）
・平成18年10月16日_訴訟事件における訴訟代理人（弁護
士）の選任について
・平成18年11月14日_訴状の供覧等について
・平成19年１月25日_準備書面（１）等の提出について
・平成19年４月19日_代理権消滅の通知等の提出について
・平成19年４月20日_準備書面（２）の提出について
・平成19年５月18日_訴訟資料の調査について（照会）
・平成19年６月19日_準備書面（３）の提出について

4276 1 1 1 1

（第７条第２号）
特定の個人を識別することができるため
（第７条第３号及び第４号）
会社の社印又は代表者印の印影が開示されると、これらを用いて文書の偽造等が行われる
ことなどにより、当該会社の競争上の地位その他正当な権利利益を害するおそれがあるた
め。
（第７条第４号）
印影の偽造等による犯罪の予防等に支障をきたすおそれがあるため

総務部法務
課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

・平成19年６月21日_訴状の供覧等について
・平成19年６月25日_訴訟事件における訴訟代理人（弁護
士）の選任について
・平成19年６月25日_代理人指定書の提出について
・平成19年７月30日_証拠説明書等の提出について
・平成19年10月26日_準備書面（４）等の提出について
・平成19年12月７日_代理権消滅の通知等について
・平成20年３月６日_訴訟資料の調査について（照会）
・平成20年３月10日_訴訟事件における訴訟代理人（弁護
士）の選任について
・平成20年４月10日_訴状の供覧等について
・平成20年６月17日_準備書面（６）等の提出について
・平成20年12月20日_準備書面（７）の提出について
・平成21年５月13日_準備書面（８）の提出について
・平成21年７月２日_準備書面（９）の提出について
・平成21年９月１日_代理権消滅届等の提出について
・平成22年４月12日_代理権消滅届等の提出について
・平成22年４月13日_準備書面（１０）等の提出について
・平成22年11月18日_準備書面（１１）等の提出について
・平成23年３月28日_準備書面（１２）の提出について
・平成23年９月９日_準備書面（１３）等の提出について
・平成24年４月10日_代理権消滅届等の提出について
・平成24年６月14日_代理権消滅届等の提出について
・平成24年８月21日_準備書面（１４）等の提出について
・平成25年６月12日_代理権消滅届等の提出について
・平成26年１月10日_準備書面（１５）の提出について
・平成26年５月19日_代理権消滅届等の提出について
・平成26年７月30日_代理権消滅届等の提出について
・平成26年11月21日_準備書面（１６）等の提出について
・平成26年12月11日_証拠説明書の提出について
・平成26年12月19日_証拠説明書の提出について

・平成27年６月１日_代理権消滅届等の提出について
・平成27年８月11日_訴訟資料の調査について（照会）
・平成27年８月11日_訴訟事件における訴訟代理人（弁護
士）の選任について
・平成27年９月28日_行政庁参加の申立てについて
・平成27年10月22日_訴状の供覧等について
・平成28年３月31日_訴えが取り下げられたことについて
・平成28年４月１日_取下同意書の提出について
・平成28年４月６日_訴訟の終了について
・平成28年４月12日_依頼事件の終了による謝金の額につ
いて
・承諾書
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決定区分 （根拠規定）条例７条

・特例管理帳票
・原告・証拠説明書（甲１～２２５）
・甲号証（ただし、次のものに限る。甲１～34、35（の
６、10、11、13、21、28、32、46、48、71、86、88、93、
99、101、105）、36、41の１～42、46～56、61の１、62の
１、62の２、63～67、70、71、73～75、80、81、84、93、
95、100～102、107、108、116～118、121、127、128、132
～136、144、146、147、149、153、160、166～168、177～
179、181～184の１、184の６、186、188～190、192、
198、200、202、204～209、211、213、215の２、216の
１、217の１、217の３～219の１、219の３～225）
・被告国・証拠説明書（乙１～６５の２）
・乙号証（ただし、次のものに限る。乙２、３、５の１、
６～８、10の１、11、13の１、14、16の１、17、19の１、
20、22の１、23、24、31、32、36の１、44の１、49、50、
52～53の２、53の６、54、58～65の２）

・被告都・証拠説明書（丙１～４７）
・丙号証（ただし、次のものに限る。丙１、３の３、４、
10、12、15、17、18（の２、４、６、８、10、12、14、
16）、21、24、26、27、28（の４、５）、30（の３、
４）、35の１～36の１、37～41、47）
・参加人区・証拠説明書（丁１～５３）
・丁号証（ただし、次のものに限る。丁１～３、５～８、
10～18、28、29、32～35、37～43、45～47、52、53）
・原告証拠申出書
・国・意見書

36 R1.10.28 R1.10.31
・河川維持工事（その４）赤見沢外２転落防止柵設置工事
種別内訳書、代価明細表、諸経費計算書

46 1
八丈支庁土

木課


